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はじめに
満州事変１を契機に陸軍（関東軍）は満州の占領と植民地化を進める。その際鉄道問題の解決は焦眉の課題であっ
た。それは鉄道を確保することが軍事行動の前提であったためである。さらに鉄道をめぐる対立が日中間の対立の
基本にあったためでもある。関東軍は鉄道を接収するとともに、在地中国人有力者を動員して傀儡的自治組織を作
り、鉄道運行が中国人の要望に応えたものだという形式を整えつつ、実際には満鉄関係者を動員しながら、鉄道を
運用した２。
また鉄道の中には奉山線（北寧鉄路の一部）のようにイギリス資本が入っているものや、葫島の港湾建設事業
のようにオランダ資本が入っているものもあった。このような案件については一方では軍事的に利用可能にすると
ともに、他方では国際的な関係に配慮した対応がとられることとなった。
このようなプロセスこそが満州国の「建国」過程の一部に他ならなかった。交通関係機関についても、中国側が
東北三省の鉄道建設と運用のために設けていた東北交通委員会が消滅した後、日本側によって作られた傀儡的東北
交通委員会の設置から、同委員会の継承者としての満州国交通部の設置及関係法令の制定が進行した。満州国が日
本政府の承認を受け、日満議定書調印が１９３２年９月１５に調印され、翌年には満州国政府によって在満諸鉄道の満鉄
への経営委託が実施される。
しかしそれは陸軍が接収した在満鉄道を、実質的に陸軍（具体的には関東軍）の指揮命令下におきつつ、形式上
満州国が「自発的に」満鉄に経営を委託したという形をとったに過ぎなかった。筆者は以前この問題について簡単
に論じたことがある３。今回は傀儡的自治政府を組織化する過程から、満鉄委託に至る過程を『満洲交通史稿』に
よって紹介したい。その際『満洲交通史稿』４の紹介を兼ねて行いたい。それは『満洲交通史稿』が、当時の日本
側（満鉄関係者）の目を通じて捉えた在満鉄道問題認識を良く示していると思われるからである。従って当時の認
識を紹介しつつ、事態の経過を追っていくということになる。
１ 満州事変後における在満諸鉄道の処理
 「自治」組織から「満州国」建国へ
１）傀儡的自治組織の設立と拡大
１９３１年９月１８日、関東軍による鉄道爆破に端を発する中国東北の軍事占領が開始された。この過程を通じて関東
軍は、①鉄道を接収し軍事的に利用可能にする、②①の過程で傀儡的自治組織（在地勢力による傀儡地方機構や鉄
１「満州」という言葉には「 」をつけて表記すべきであるが、煩瑣になるため省略する。
２この点、拙稿「研究ノート『満洲交通史』を通じてみた日本帝国主義の東北支配」『長岡大学 生涯学習センター研究実践
報告』第５号、２００６年３月を参照のこと。また浜口裕子『日本統治と東アジア社会』（勁草書房 １９９６年）は「第二章 満
州事変と中国人」および「第三章 満州国の中国人官吏」において満州国に動員されていった在地中国人の分析を行なって
いる。
３兒嶋俊郎「日本帝国主義下の『満州』鉄道問題」『三田学会雑誌』７７巻１号、１９８４年４月
４『満洲交通史稿』に関しては、兒嶋俊郎「第２章 未完の交通調査－『満洲交通史稿』の構想と限界」（『満鉄調査の「神
話」と「現実」』青木書店 ２００８年）を参照されたい。
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道運営機関、以下「自治」組織と表記する）を構築する、③鉄道に関する様々な権益・帰属の問題を日本側が接収
するという方向の中で処理する、という三つの課題を処理していった。①ならびに②に関してはすでに旧稿でふれ
ているが５、以下では「満州国」建国に至る過程をより詳細に検討し、「自治」組織の動向を確認することとし、①
②についてもその過程で必要に応じて取り上げたい。③の鉄道権益の処理に関係する経緯、満州国交通部設置の経
緯も、この「建国」過程の中で整理する。
既に別稿でふれたとおり、瀋陽には土肥原賢二を市長とする臨時市政が作られ、他の地方でも同様の「自治」組
織が作られていった６。遼寧省では１９３１年９月２４日には、袁金凱７を委員長とする地方自治委員会が作られる。この
組織は当初「金融と治安維持を目的としたものなるが、幾許もなく自治自衛の民衆政治を實行すべき政府樹立を目
標とするに」８至ったとされる。つまり他の「自治」組織同様、最低限必要な自治機能を根拠に、親日派中国人に
よって設立された組織を母体として、政権の基盤が作られていったのである。この組織は９月２７日に奉天省地方維
持委員会に改組され、遼寧四民維持会と合併して奉天省独立政府樹立の決意を表明するに至った９。
ちょうど同じ頃（９月２８日）、吉林省では吉林軍参謀長煕１０が吉林省の独立を宣言し、３０日に独立宣言布告と
組織大綱を発表し、自ら長官に就任して吉林省臨時政府の成立を宣言した１１。臨時政府は、①民意尊重、②綱紀粛
正、③言論自由、④善政施行、の四大綱領を掲げた。
さらに東省特別区（北満特別区）において哈布全体会議が開催され、東省特別区治安維持会が張景恵１２を会長と
して組織された。また南では鎮守使張海鵬１３が１０月１日に独立を宣言し、邊境保安司令官に就任するとの宣言を
５前掲拙稿「研究ノート『満洲交通史』を通じてみた日本帝国主義の東北支配」
６同上論文４１～４２頁
この間の背景については、古屋哲夫「『満州国』の創出」（『「満州国」の研究』緑陰書房 １９９５年）に詳しい。本稿では『満
洲交通史』の紹介を一つの目的としているため、背景の詳細な分析には言及していない。その点についてはぜひ古屋論文を
参照していただきたい。
７袁金凱は１８７０年生。遼陽県出身。科挙〈歳貢生〉。もとは奉天書院の教員。團匪事件で遼北１６０カ村の自治団体を組織化し
た。その後奉天政界で活躍するようになり、民国成立後参政院参政。その後１９１６年張作霖が奉天督軍となるとその秘書長と
なるがその後辞任。張作霖と対立するが、やがて和解。奉直対立の和解に尽力したといわれる。張学良政権で１９２９年、東北
政務委員会委員、東北邊防軍司令長官公署参議となり、満州事変を迎える（『現代中華民国・満州帝国人名鑑』外務省情報
部編纂、１９３９年、及前掲浜口書６２頁による）。
また『偽満人物』（吉林省人民出版社、１９９３年）には「袁金凱的一生」と題して子息の袁慶青による回想が納められてい
る。それによると、満州事変勃発直後、省主席の臧式毅が「日本関東軍に逮捕」され地域が混乱する中、地域の秩序維持の
ため、東北政務委員会委員として地域に「声望があった」、また同時に「政治的野心があった」袁金凱が役割を果すことに
なったとしている。
８「満洲交通史稿」８７０２頁
９当然このような行動は、関東軍の現地勢力取り込み工作の結果であった。後に満州国の主要人物となる臧式毅は、９月１９
日に軟禁状態におかれた。２１日から土肥原による工作が本格化する中で、関東軍は張景恵、煕、張海鵬、于山らに連絡
を取った。各地で彼らが独立を宣言したのはこのような工作の結果である。そして２４日に「比較的親日的な在奉有力支那人」
による奉天地方維持会を設立し、これを遼寧省地方維持委員会に改組していったのである。（前掲浜口『日本統治と東アジ
ア社会』６１頁）
１０煕は１８８４年生れ。満州正藍旗人。ぬ１９１１年日本陸軍士官学校騎兵科卒業。民国はじめに、黒龍江省都督参謀。その後広
東省長公署諮議となる。その後満州に戻り、東北陸軍第十旅長、東三省保安総司令部軍務處長などを経て吉林省政務委員。
張作相のもとで枢機に参画し、満州事変を迎える（前掲『現代中華民国・満州帝国人名鑑』による）。
前掲『偽満人物』所収の「煕其人」によれば、満州事変前から日本軍を利用して清朝復活を図ろうとしていた。陸軍士
官学校時代の教官であった、多門二郎中将の吉林攻撃の動向を聞き「欣喜雀躍」し、吉林省政府内部で対立が生じると他の
政務委員と袂をわかって多門と連絡をとり、吉林入城を画策したとされる。
１１この間の経緯は同上資料「第一七章第四節 満州国交通部の設置と日満議定書の締結」による。以下も同じである。
１２張景恵は１８７１年生れ。奉天講武道で学び、張作相とともに張作霖を軍人として助けた。１９１５年陸軍少将、１９２２年第一次奉
直戦争に出兵するも失敗し一時失脚する。その後１９２４年、全国国道籌備事宜督辨に就任。２６年奉天督軍処参議となる。その
後東北特別行政区長官、国民政府軍事参議院長などを歴任し満州事変を迎える。その後日本側に協力し、黒龍江省省長に就
任。満州国成立後は参議府議長、国務総理（３４年）など要職を歴任する（前掲『現代中華民国・満州帝国人名鑑』による）。
また『偽満人物』所収の「張景恵的一生」によれば、満州事変前において張学良と意見が合わず、南京政府に赴いていた
だけでなく、中ソ間の国境紛争を画策したという。満洲事変に際しては事件翌日の１９日、板垣征四郎と会談して協力を約束
し、以後大きな役割を果すこととなった。
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発した。東邊道鎮守使于山１４も１０月１５日独立を宣言し、東邊道司令官就任を宣言した。このような状況の中、奉
天省地方維持会は１１月７日省政府の職権把握に乗り出し、袁金凱、于沖漢、などの連名で遼寧省政権代行の宣言が
出された１５。同月１６日には税制の改正を宣言し、１１月２０日には遼寧省を奉天省に改称した。
このような日本側「自治」組織をさらに拡大するため、奉天に「自治」指導部が設置された。部長には于沖漢１６
が就任する。
このような準備を経て、１１月２４日奉天省地方維持委員会は「聯省自治による新国家創立の原則を決定し、この為
め四省（奉天、吉林、黒竜江、熱河）の代表会議を開催することを発表し」１７た。翌１２月１５日、奉天省民代表会議
を開催し、地方維持委員会の解散と奉天省政府の設立を決定した。省長には臧式毅が推戴され、翌日就任する。こ
の後、黒竜江では３２年１月３日に馬占山が敗走し、変わって済済哈爾に入城した張景恵が独立を宣言。また外ホロ
ンバイルの貴福、内蒙古の哲里木盟の斎王などが次々と独立を宣言する。
関東軍はこのような情勢を利用、自治指導部を活用しながら、３２年の２月には吉林省全省民大会（２５日）、奉天
全省民大会（２８日）、全満建国促進運動連合大会（２９日）を開催し、さらに哈爾濱でも東省特別区大会を組織し、
蒙古盟旗、回教徒が「新国家に忠誠を誓う旨を提議」するに至った。ここに独立に向けた「民衆の総意は表明され
た」１８、という体裁を整えたのである。
２）満州国建国
満州国建国に向け、２月１６日から１８日にかけて、張景恵の自宅で張景恵、臧式毅、煕、馬占山、趙欣伯１９が会
談を持った。会談の結果は以下の事項が決定された。すなわち、①「新国家を建設すること」。②「これが前提と
して東北四省を打って一丸とする最高政務委員会を組織すること」。③「該委員会は新国家建設に関する準備を急
１３張海鵬は１８６７年生れ。蓋平県出身。奉天講武道出身。東北陸軍第四旅長などを経て、２７年遼鎮守使兼東北騎兵第三二師
長となる。満州事変勃発に際しては、馬占山と対立、満州国建国後侍従武官長（３２年）・陸軍上将に就任する（前掲『現代
中華民国・満州帝国人名鑑』による）。
また『偽満人物』所収の「張海鵬充当日軍侵略黒、熱的馬前卒」によれば、彼は「緑林」出身で性格は乱暴だったとされ
る。満州事変勃発時、昂沿線に四騎兵団を指揮し、日本軍の北進を阻むが、明確な抗戦の決意はなく、抵抗を中止する。
その後かねてから関係のあった満鉄南所長の河野正直の工作により日本軍に降ったという。
１４于山は１８８２年生れ。警察官出身で長年張作霖に仕える。軍人として経歴をつみ、２７年に張作霖が大元帥となるや侍従武
官長に就任する。張作霖死後も長老として影響力を保持し、東北鎮守使兼東北邊防軍司令官公署軍事参議官として奉天と東
辺道方面の司令官であった。満州事変では吉林の煕と連携し、満州国建国後は奉天省警備司令官となる。その後、陸軍上
将、軍政部大臣（３５年）などを歴任する。
また『偽満人物』所収の「于山降日前后」によれば、満州事変前、東辺道方面の司令官として、彼の下には約五千の兵
力があったという。満洲事変に際しては部下の各部隊指揮官との軍議の席で見解が分かれ、最終的には兵力を拡大して抗日
に備えるとした。そのため兵力は倍増されたが、この間も于は煕洽、袁金凱、張海鵬らと連絡を取り合っていた。この後１０
月に河本大作が炭鉱視察を目的に訪問を要請するとそれを受け、さらに同月中旬北京に派遣した部下が持ち帰った張学良の
指示を降伏の根拠と考え、１１月の軍議で投降を決定した。
１５前掲浜口『日本統治と東アジア』６７頁。
１６于沖漢は１８７１年生れ。遼陽県出身。清末光緒年間、東京外国語学校中国語講師。日露戦争で日本軍の「特別任務」につい
たとされる。民国政府成立後、外交部派遣奉天交渉員、奉天巡按使張元奇の外交顧問などを務める。張作霖の力が伸びるに
従って東北に定着し、２５年には東北特別区行政長官、翌２６年には東支鉄道督弁となり、「袁金凱とともに、汪永江の流れを
汲む奉天文治派の双璧」と呼ばれるようになる。２８年張作霖死後、東北三省保安総司令部参議となる。その後在野にあって
実業界で活躍。満州事変では、奉天地方維持委員会委員と地方自治指導部長を兼ねる。満州国建国後、監察院長となる。３２
年大連で死去。６１歳（前掲『現代中華民国・満州帝国人名鑑』による）。
また『偽満人物』所収の「漢奸于沖漢的売国活動」によれば、１８９９年に渡日後日本の友人宮島の紹介で東京外国語学校と
陸軍士官学校の中国語教員となる。日本では日本語とロシア語を習得する。日露戦争では満州軍総司令部嘱託となり、高級
翻訳官の身分でロシア関係の情報収集・スパイ活動に従事したとされる。１９０５年３月日本軍が奉天を占領すると陸軍は軍政
署を設置。戦後、軍政署長小川によって東三省総督趙爾選を紹介される。その後日本と東北の関係が深まる中、１９０６年から
１１年まで遼寧交渉局局長などをつとめる。その後民国政府の奉天交渉員などを経て２９年には病気で第一線から離れていた。
しかし日本との様々な権益をめぐる交渉経過の中で、私財を蓄えたといわれる。満州事変後は公然と日本側に付き、奉天地
方維持会などに参加することとなった。
１７『満洲交通史稿』８７０７頁。
１８同上資料８７０８頁。
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速に行ふこと」、の三点である２０。実際にはこの間吉林系、奉天系など在満諸勢力の駆け引きが続いており、１８日
に張景恵を委員長とする東北行政委員会が成立し、在満諸勢力の統合が図られていた２１。そのことは委員会のメン
バーが、張景恵、臧式毅、煕、馬占山等「四巨頭」に加え、湯玉麟、斎王、陵陞が加わったことにも示されてい
る。ことに斎王、陵陞はモンゴル人で斎王は内蒙古の王族出身、陵陞は内蒙古で満州事変後新国家建設を支えたと
いわれる２２。同日、上記七名の連名により、「満蒙新国家独立宣言」が出された。
この宣言はまず冒頭で満州事変以降人民の中に「復治蘇生の願愈々切なるものあり」とし、この願いに応えて、
集まり合議した結果、「皆曰く『堅固なる国体有るに非ざれば此処で全局を策するに足らず、人民の公意に基くに
非ざれば以て新酋をたつるに足らず』」との結論に達したとした。即ち国家組織がなければ地域の安全を維持でき
ず、そして国家組織確立には人民の意思の結集が不可欠だとしたのである。そしてこれに応える形で、「ここに東
北四省一特別区及蒙古各王候よりなる一機関を組織し東北行政委員会と命名し、成立と共に内外に通電せり。…党
国政府と関係を離脱し東北省区は完全に独立せり」とした２３。在満及内蒙古の有力者を集め、対外的に国民党政府・
国民政府からの「離脱」を宣言したのである。さらに、国民党・張学良政権の「苛政」「排外主義」を非難した後、
新政権の目指すところを次のように述べている。
まず「…四民蘇生して安息を得ば善政即ち成らむ。これ本会第一の使命なり」と善政の実行を掲げ、次に「…社
会は即ち国家の基礎、道徳は政治の本源なり。…排外政策を持せず、茲に国際戦争を戒めさらに門戸開放、機会均
等主義を以て世界の民族と共に共存共栄せむ。これ本会第二の使命なり」とした。その上で産業の発展・奨励を掲
一字不明
げ、それが実行されれば、「社会の利益は均霑され、階級の闘争は自ら○ぴむ。斯くの如くんば赤化は行はれず、
民政は期して得らるべし、これ本会第三の使命なり」としている２４。
即ち第一に国民党・張学良政権の否定。第二に日本の権益の承認（排外主義の否定）と国際関係への配慮（機会
均等・門戸開放）、第三に反共産主義。以上三点が東北行政委員会が掲げた「新国家」建設の原則であった。
東北行政委員会は引き続き、２４日に緊急会議を開き、国家組織大綱を決定した。ここで、新国家の名称を満州国
とし、元首は執政、国旗は新五色旗、年号は大同、首都は長春とすることを決定した。また政治の原則は「民本主
義」による「王道政治」とされた。翌２５日、東北行政委員会はこの結果を奉天省政府、吉林省政府長官公署、黒竜
江省政府、熱河省政府、哈爾濱特別区行政長官公署、呼倫貝爾都統公署、哲里木盟盟長公署、昭武達公署、卓索圖
公署に通告した。
東北行政委員会は、２８日に最後の会議を行い、国家元首として宣統帝推戴を要請を決定した。翌２９日には全満蒙
建国促進連合大会が開催され、五項目の理由を掲げて東北行政委員会に対して新国家建設、元首推戴、王道政治に
もとづいた善政実施を行うよう決議され、発表された２５。その五つの理由は次のとおり。
二字不明
「一、民族及歴史は建国に必須なる理由の一である（満州民族は中○○は同一民族ではない） 二、地理関係は
建国に必須なる理由の二である（満州は支那より隔たり別個の天地である） 三、歴史は建国に必要なる理由の三
である（満州には満州特有の歴史がある） 四、地方の状況は建国に必要なる理由の四である（中華民国となりて
より地方は渦乱甚だし） 五、人民の公意は建国せざるべからざる重要理由の五である（民意により新政府を樹立
する）」２６。ここでも民衆の総意が強調されているが、同時に、満州が中国とは異なる別個の歴史、民族構成、地理
１９趙欣伯は１８８７年生れ。河北省出身。明治大学卒業後、日本の陸軍士官学校で中国語の教師となる。１９２５年法学博士。翌年
張作霖の顧問となり、２７には北京外交部条約改定交渉委員会委員となる。２８年の張作霖爆殺後は奉天で東北法学研究会長。
満州事変では日本側にいち早く接触、満州国では立法院長に就任する（前掲『現代中華民国・満州帝国人名鑑』による）。
また『偽満人物』所収の「偽立法院長趙欣伯」によれば、張作霖が趙欣伯を顧問にしたのは関東軍への配慮からだったと
いう。張作霖爆殺後、後を継いだ張学良の易幟には反対した。満州事変後は奉天治安維持委員会に参加し、以後臧式毅らと
ともに満州国建国に参加していく。
２０『満洲交通史稿』８７１０頁。
２１前掲浜口『日本統治と東アジア』（８８頁）は１７日に東北行政委員会が成立したとしているが、『満洲交通史稿』によれば１８
日である。以下日程については『満洲交通史稿』による。
２２斎王、陵陞の果した役割については、浜口『日本統治と東アジア』８８頁による。
２３『満洲交通史稿』８７１０～８７１１頁。
２４同上資料８７１１～８７１３頁。
２５２４日以降２９日までの経緯は、同上資料８７１３～１６頁。
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的環境を持っていることが強調されている。
このように、日本側の工作に応じる形で集められた在満有力者たる張景恵や臧式毅らは、二月中旬から末にかけ
て、東北行政委員会を組織して在満諸勢力の統合を図るとともに、国民政府からの離脱を宣言した。民衆の意を受
けたという形を最大限とりながら、同時に国民政府を否定し、そして満州が中国の一部ではなく歴史的にも・地理
的・民族的にも独自の地域であるとの主張を展開して、独立の正当性を内外に訴えていったのである。
そしていよいよ３月１日、奉天で満州国の建国が宣言される。満州国政府の首脳人事はこの日奉天に到着した鄭
孝胥を含め、臧式毅、関東軍板垣参謀の三名で話し合われ、時間はかかったものの決まっていった２７。浜口によれ
ば１９３２年後半の満州国政府中国人高官のうち、３２．３％（７２名）が日本留学経験者であり、東北の学校出身者（２２．９％）、
関内の学校出身者（２１．５％）を上回っている。そしてこれら日本留学経験者が満州国政府に参画したには、大きく
分けて二つのパターンがあり、一つは親日派とみなされて張学良政権から疎外されていたグループ。もう一つは、
日本語に堪能で満州事変を木に出世しようとしたグループである。前者の例としては于沖漢が、後者については外
交部長となった謝介石２８が挙げられている。新政権には様々な思惑の人材が集められたが、その中に親日派として
留学経験者がかなり含まれていったのである２９。
３月１０日には人権保障条例、政府組織法、参議府官制、国務院官制、監察院組織法、暫時従来の法制を採用する
旨の法律などが公布され、翌１１日には執政溥儀、国務総理鄭孝胥名で、大教令などが公布され、体制の整備が急が
れた。そして翌１２日、外交部総長社会石は、日・米・永・仏・伊・独・ソなど１７カ国に対し、国家建設の通告と外
交関係樹立の呼びかけを行なう対外通帳を発し独立を通告した。
 「満州国」交通部設置の経緯
独立を宣言するのに伴い、国家機構の整備も進められた。満州国交通部も、その一環として３月９日設置が公布
された（政府組織法（教令第一号）第２８条）。交通部は基本的にそれまで存在した東北交通委員会を廃止して、そ
れに代わるものとして設置された３０。交通部の概要を紹介すると、設立当初は交通部総長（丁鑑修）のもと、総務
司（大和幸雄）、鉄道司（森田成之）、郵務司（藤原保明）、水運司（森田成之・兼務）、郵政管理局、航運局がおか
れた。他の満州国政府機構同様、交通部においてもトップこそ中国人であったが、実権を握ったのは日本人であっ
た。
図１をみていただきたい。総長のもと総務、鉄道、郵務の三司の司長は二名とも日本人であり（水運司は森田が
兼務）、満鉄と逓信省の出身である。なかでも鉄道司長と水運司長を兼務した森田成之は、審海線確保のため作ら
れた「審海鉄路開通準備委員会」のメンバーであり、この間の鉄道の接収と運営に重要な役割を果してきた人物で
ある３１。
科長ポスト在籍者は欠員を除くと２０人であるが、そのうち満鉄出身が最も多く８名。この中には森田成之と共に
「審海鉄路開通準備委員会」のメンバーだった萬澤正敏も含まれている。次が東北交通委員会の４名（全員中国人）。
２６同上資料８７１５頁。
２７この間の経緯は前掲浜口『日本統治と東アジア社会』８８頁参照。
２８１８７８年台湾・新竹に生れる。台湾新竹公学校修了後通訳となる。日露戦争前東京東洋協会学校台湾語講師となり、同時に
明治大学に学び、張勳の子と親交を結ぶ。光緒末年清国にわたり、福建法律講習所総教習、吉林法政学堂教習などを経る。
１９１５年台湾から中国に転籍。その後直隷交渉公署会弁などを歴任。満州事変では、煕のもとで交渉員をつとめていたが、
後外交部総長。さらに満州国協和会事務局長、駐日大使などを務める（前掲『現代中華民国・満州国人名鑑』による）。
２９前掲浜口『日本統治と東アジア社会』８９頁参照。
３０なおここでいう東北交通委員会は張学良政権下のそれではなく、日本側が設置したものである。前掲拙稿「研究ノート『満
洲交通史』を通じてみた日本帝国主義の東北支配」４２～４７頁参照のこと。なお東北交通委員会は、３月１８日、院令第１号に
よって公式に廃止された。
３１「審海鉄路準備委員会」（「村上文書」６B－１）。委員かメンバーで重責を担ったのは、山口重次（営業課員）、池原義見
（連運課員）、萬澤正敏（営業課員）、田中整（奉天駅事務助役）、森田成之（奉天鉄道課営業長）などである。彼らの役割を
見ると、山口は「軍司令部、市政公署、保安会連絡交渉対策」、池原は「保安会の契約書、同請願書案の起草竝操縦対策」、
萬澤は「株式原簿、株券の検点及株主対策」、田中整は「社員、護路軍の制度及人物点検竝組織対策」、森田成之「準備事務
総括」となっている。
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その後が逓信省３名（安東郵便局長を含めると郵政関係者４名）、その他５名（１名出身不明、安東郵便局長を除
くと４名）となる。圧倒的に日本人中心であり、中でも鉄道司は全員が満鉄出身者である。４名の中国人も日本側
が作った東北交通委員会の出身であり、親日派であることは明らかである３２。このほか交通部には、自治指導部な
どからも人材を送ったとされる３３。
交通部は成立の際、東北交通委員会が所管していた鉄道以外に、張学良政権下の哈爾濱航政局、東北航政局、東
北航運処、東北造船所、東北水道局、松黒両江郵船局、営口海関港務部、営口水利工程局、安東海関港務部などを
継承し、水運司に統合した。また郵政事業は国民政府から強制的に接収し－３２年７月２３日開始～２６日完了－２６日か
ら交通部郵務司として営業を始めた。郵務司は同時に張学良政権下の東北電信管理処の機能も吸収し、電信業務も
開始する３４。
このような体制で出発した交通部であったが、満州国の交通の中心になっていくものではなかった。この後旧中
３２関東軍、満鉄などは東北交通委員会設置にあたり、集めるべき中国人の基準のひとつに「親日派にしてなるべく無手腕の
人」という項目を挙げていた（前掲拙稿「研究ノート『満洲交通史』を通じてみた日本帝国主義の東北支配」４３頁）。
３３『満洲交通史稿』８７３８頁。
３４水運、郵政などに関する記述は、『交通部要覧』（満州国交通部 １９３８年）によった。
図１ 設立当初の満州国交通部
郵政管理局
総務司――――――――――秘書科科長 金振
（司長：大道幸雄 人事科科長 松岡三雄、満鉄鉄道部
満鉄地方部出身） 文書科科長 田中国雄、日本国際観光局
航空科 欠員
会計科科長 王宗晋 東北交通委員会
交通部――――――――鉄道司――――――――――庶務科科長 萬澤正敏 満鉄鉄道部
（総長：丁鑑修） （司長：森田成之 第一科科長 小原二三夫 満鉄鉄道部
満鉄鉄道部） 第二科科長 市川敏 満鉄鉄道部
第三科科長 松井退蔵 満鉄鉄道部
第四科科長 北条誠 満鉄鉄道部
第五科科長 棗豊 満鉄鉄道部
経理科科長 欠員
路工科科長 山内丈夫 満鉄鉄道部
郵務司――――――――――庶務科科長 本庄完 大連満州報社
（司長：藤原保明 郵務科科長 代谷勝三 安東郵便局長
逓信省工務局） 電務科科長 羽根田久一 逓信省電信係長
貯金科科長 馬家圖 東北交通委員会
工務科科長 豊田良蔵 逓信省工務局電話課
ママ
経理科科長 佳川五之七 逓信省郵務局電盡課係長
一字不明
水運司――――――――――庶務科科長 長島崎庸一 国際運輸管 ○ 文所
（職務代行：森田成之） 港湾科科長 何寿群 東北交通委員会
河川科科長 銭啓承 東北交通委員会
管船科科長 欠員
航郵局
（出典：『満洲交通史稿』８７３９頁より転載）
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国系鉄道が満州国国有鉄道とされ、それが全て満鉄に運営を移管され、しかも監督権限は関東軍が持つという体制
がとられたため、交通部は鉄道についてはほとんど無力となったのである（後述）。交通部の組織も、満州国線の
満鉄への経営委託後、総務司、路政司、郵政司の三司体制へ再編される。ただ鉄道に関する関東軍の監督権限など
は、次節でふれる事情の為表向き伏せられたため、国政上の鉄道に対する監督権限は交通部総長が維持し続け３５、
この三司体制の下でも路政司が鉄道を所管するものとされた３６。では満鉄への経営委託とはどのようなものだった
のか。この点を次に検討する。
２ 「満州国」国有鉄道の満鉄委託と鉄道問題の処理
 満州国国有鉄道の掌握と管理方針
満州国建国によって、それまでのいわゆる満蒙諸懸案・中でも鉄道をめぐる問題は一気に「解決」に向うことと
なった。鉄道に関しては、旧中国系諸鉄道を全て満州国国有鉄道（いわゆる国線、以下国線と略す）とし、交通部
管理下においたのである。満州国も鉄道を管理する交通部も日本側の意思の代行機関に過ぎない（その日本側の実
態内部に矛盾をはらむことがあったにせよ）。旧来の借款をめぐる諸問題も、満鉄包囲網も、その背後にあった中
国の民族運動も、もはや全く顧慮する必要なく、鉄道問題を処理することが出来るようになったのである。では具
体的にどのようになったのか。そのためには国線の満鉄委託の経緯を確認しておく必要がある。
満州国は国線の経営を全て満鉄に委託した。しかし実際の経緯は、在満諸鉄道を関東軍が軍事的に接収した状況
のもと、関東軍が極秘のうちに満鉄に運営を委託し（１９３２年４月１９日、但し鉄道への監督権は関東軍が保持した）、
次に同年８月７日、満州国・関東軍間で、満州国線の満鉄への経営委託契約が結ばれた。そしてこの二つの契約を
秘匿したまま、翌３３年２月９日、満州国から満鉄にたいする国線の経営委託契約が結ばれたのである３７。そしてこ
の一連の過程を通じて、在満諸鉄道に対する関東軍の監督権が確立されていったのである。
この間の経緯について関東軍特務部の後宮大佐が「極秘 満州国有鉄道諸契約調印の経緯」（１９３３年２月）を残
している３８。以下本資料によって経緯を整理したい。本資料は以下の構成となっている。以下この時期区分に従っ
て経過を紹介する。
第一章 昭和六年九月事変勃発後より昭和七年二月中旬に至るまでの概況
第二章 昭和七年二月中旬より同年三月中旬に至る迄の概況
第三章 昭和七年三月中旬より同年八月中旬に至る迄の概況
第四章 昭和七年八月中旬より昭和八年一月上旬に至る迄の概況
第五章 昭和八年一月中旬より同年二月中旬に至る迄の調印準備及調印
＊第一章 昭和六年九月事変勃発後より昭和七年二月中旬に至るまでの概況／鉄道権益の確保
満州事変が勃発後１０月、関東軍本庄司令官は、参謀を介して満鉄村上理事に在満諸鉄道の権益確保を指示した。
満鉄はこの指示に基づき、「関東軍…の支持の下に」１０月３１日から１２月１日にかけて、敦図線など６鉄道の建造請
負契約３９と、吉長・吉敦線、四線の委託経営契約を締結した。その内容は、各鉄道の総収入の半分を営業費にあ
て、３０％を各鉄道の収入に、２０％を満鉄の収入に当てるというものである。
３５教令第４３号 １９３３年５月３１日。
３６この後中東鉄路の買収後１９３６年１１月１日に第三次の機構改革が実施された。態勢としては総務司、路政司、郵務司の三司
体制であるが、鉄道関係がより簡素になったとされる。さらに翌３７年７月１日、満州国行政機関の大幅な機構改革の一環と
して、交通部の機構も再編され、交通部大臣（李紹庚）、次長（平井出貞三）、技監（植木倫太郎）のもとに、大臣官房、鉄
路司、道路司、航路司の三司一官房体制となった（前掲『交通部要覧』）。
３７この間の経緯は、前掲拙稿「日本帝国主義下の『満州』鉄道問題」で紹介している。今回もこの旧稿を一部利用している。
３８関東軍司令部附陸軍大佐 後宮淳「極秘 満州国有鉄道諸契約調印の経緯」１９３３年２月、５０部中２７号（「村上文書」７P－
２）。
３９この契約は１９２８年に満鉄山本総裁が張作霖との間で締結した建造請負契約に準拠したものとされる（同前、後宮淳「極秘
満州国有鉄道諸契約調印の経緯」１頁）。
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第１号 総裁 第９号 大淵理事
第２号 副総裁 第１０号 山崎理事
第３号 伍堂理事 第１１号 鉄路総局長
第４号 十河理事 第１２号 総務部長
第５号 村上理事 第１３号 鉄道建設局長
第６号 山西理事 第１４号 文書課長
第７号 竹中理事 第１５号 文書課文書係
第８号 河本理事 第１６号 控え（文書科保管）
後宮は資料のなかに書いていないが、この１０月に本庄関東軍司令官は満鉄内田総裁に「鉄道委任経営竝新線建設
などに関する指示」４０を出している。その内容は、以下のとおり。
「今次の事変は満蒙に於ける諸鉄道を統制し以て国防を完備ならしむる為絶好の機会と思惟せられ候 軍に於い
ても極力支持協力すべきに依り速に左記各項の実行に著手相成度
左記
一、満鉄会社が借款関係を有する鉄道はもちろんその他支那側各鉄道の委任経営
二、満鉄会社が支那側と既に契約せる鉄道及び軍に於いて要望する鉄道建設
尚鉄道収益金の一部は守備費に充当する事あるべき事を了承相成度」
この内容から、この時点で関東軍が中国系諸鉄道を委任経営することと、そこから上がる収益を軍事費に充当す
ることを満鉄に了解させていたと理解してもよいであろう。この後中国系諸鉄道は満鉄に経営が委託され、その収
益の一部は関東軍軍費に充当されるのであるが、その考え方はこの時期にもう示され、実施されていたのである。
同時に冒頭の「今次の事変は満蒙に於ける諸鉄道を統制し以て国防を完備ならしむる為絶好の機会」が示してい
るように、関東軍にとって鉄道網の掌握と、それを基礎にした国防体制の完成が重要であった。以後関東軍が満鉄
に求める委託経営案は、関東軍が如何に在満鉄道を強く掌握できるか、という点に最大のポイントが置かれるので
ある。
＊第二章 昭和七年二月中旬より同年三月中旬に至る迄の概況
／鉄道処理方針の決定と関東軍・満鉄間契約の調印
関東軍には、満州国建国がスケジュールに上るにともない、それまでの個別的鉄道権益確保に代わる、総合的な
鉄道政策が必要となった。関東軍は１９３２年２月中旬この方針転換を行なったが、そのとき三案が検討された。第一
案は、満鉄を除く全鉄道を「打って一丸とし軍自ら経営すること（本案は昨年十二月軍統治部において立案したる
ものなり）」という、軍直接支配案である。第二案は「新たに特殊の会社を造って之に経営せしめること」。第三案
は、「満鉄会社に委託経営をさせしめること」であった４１。
これら三案のうち、第一案は「対外的に見て成立不能」と判断され、第二案も「資本の蒐集、人的要素から見て
も現実に長日子を要するばかりでなく相当難色のあることを認めざるを得ない」とされ、結局満鉄に委託経営させ
るという第三案に落ち着いた。ただこの場合「国防上の見地からある種の制限を必要とするのである」とされた。
このことは関東軍が鉄道を何よりも軍事的観点から見ていたことを示している。
もっとも前項で見たとおり、関東軍は１０月の時点で満鉄総裁に対して、在満中国系鉄道の委任経営と、そこから
上がる収益の軍費流用を求めていたのであるから、三案あるとは言うものの、実際には第三案ありきの検討だった
可能性もある。
２月２５日関東軍司令官は板垣参謀を通じて満鉄村上理事に、「満洲の鉄道処理に関し根本方針を開示せしめた」。
その要点は、国線の満鉄への委託経営を前提に、「委託経営による利益は借款元利金の支払い及び満州国の国防治
安維持を担任する日本軍の経費に充当すること、及委託経営契約は国防上必要あるときは軍に於いて之を変更する
こと、尚爾今鉄道に関する事項は後宮大佐を主任として衝に当たらしめる」というものである。
４０協定・覚書等に関しては「満州国国有鉄道諸契約等調印ノ経過及主要契約写」（村上文書７P－１）による。本資料は１６部
中の第５号で、満鉄村上理事の手元にあったものである。本資料の送付先は以下のとおり（本資料表書きによる）。
４１同上資料３頁。
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ここから①委託経営を軍が軍費調達に利用しようとしたこと、②軍の判断によって契約内容の随時変更が可能に
なっていることの二点が明らかである。また本資料の執筆者である後宮大佐が関東軍内において鉄道問題主任とさ
れたことも確認できる。
この方針の下、満鉄と関東軍は協議を重ねて協定案を作成し、３月６日に満鉄から十河、村上、山西の各理事と
宇佐美所長、関東軍から後宮大佐が出席して協議の上、国線の満鉄への委託経営に関する協定大綱を決定した。そ
の後翌７日、１０日、１２日の３回にわたり、満鉄内田総裁と関東軍本庄司令官が協議を重ね、３月１２日正午、協定覚
書が調印された（なお協定は１０日付けである）。調印された協定の名称は「鉄道港湾河川の委託経営竝新設に関す
る協定」である（以下３．１２協定、と略す）。このほか同時に関東軍本庄司令官と満鉄内田総裁の間の「覚書」４２、「第
１０条に定むる代償金に関する協定」、「鉄道港湾河川の委託経営新設等に関する指示及協定に伴ふ覚書」が締結され
た。
３．１２協定の要点は五点あり、第一は関東軍が満州国の鉄道、港湾、河川の経営を満鉄に委託すること。第二に、
満州国の鉄道に対し「軍司令官は満鉄総裁を指揮監督すること」４３、第三に満州国の国防を担当する日本国軍の「費
用は委託経営の鉄道による利益金竝委託経営を受けたることによりて利得したりと認とむべき満鉄の利益金を以て
充当すること」４４、第四に「満鉄総裁を関東軍の最高顧問とし、その鉄道担当首脳者を軍の顧問とすること」、最後
に経営期間を５０年とすることであった。
このうち関東軍の指揮監督権限は、軍事上の必要に応じた各種の指示から将校の配置、重要事項や予算、決算へ
の関与まで極めて広範に渡っている（注４２参照）。また協定第１５条は関東軍の判断によって（「国防上必要あるとき
は」との条件がついてはいるものの）協定内容を一方的に変更できるなど、関東軍に強い権限・優位性を付与する
内容であった。関東軍は国線の委託によって鉄道をいっきに接収・統合するとともに、当初企図しながらあきらめ
た、軍による鉄道の直接経営に近い状態を、満鉄への委託経営を通じて実現しようとしたのである。
なお「鉄道港湾河川の委託経営新設等に関する指示及協定に伴ふ覚書」は、関東軍司令官が以下の内容について
満鉄総裁に「極力…協力する」と約束したものである。その内容は、第一に「鉄道港湾の建設その他に要する資金
の調達」、第二に「東支鉄道方面よりの貨物の吸収」、第三に「新線建設その他に要する資金募集の為発行する新株
４２覚書の内容は次のとおり。「本協定は３月１０日下名等において熟議の上意義なく決定したるものにして下名等は本協定の
実現に最善の努力を期す」。この覚書によって、以下で見るとおり関東軍優位の協定実現を、満鉄総裁名で関東軍に確約し
たことになった。
（同前「満州国国有鉄道諸契約等調印ノ経過及主要契約写」による）
４３関東軍司令官の満鉄総裁に対する権限は、このとき結ばれた「鉄道港湾河川の委託経営竝新設に関する協定」（１９３２年３
月１０日）によれば次のとおり（なお甲は関東軍司令官、乙は満鉄総裁を指す）。
①指揮監督権に関しては、「乙は鉄道港湾河川の経営に関し甲の指揮監督を得くるものとす」（第３条）、また「甲は監督
官を南満洲鉄道株式会社に派遣し鉄道港湾河川の経営を監督せしむるものとす」（第７条）としている。さらに「甲は乙に
対し鉄道港湾河川の施設改良に関し軍事上必要なる指示を為すことを得るものとす」（第１２条）、「甲は鉄道港湾河川の軍事
用法を完ならしむる為、別に定る所に依リ将校を配置するものとす」（第１３条）として、施設設備に対する指示権限や、将
校配置の権限も獲得していた。そして第１５条では「甲は国防上必要あるときは本協定の内容を変更することを得るものとす」
として、関東軍の判断で協定内容を変えられるとしていた。
次に②経営への関与については、「乙は重要なる諸規定、運賃、及料金の制定竝改廃に関し予め甲の認可を得くるものと
す」（第４条）、また「乙は予算、決算、利益金の処分、重要なる財産の処分竝予算の重要なる変更に関し予め甲の認可を得
くるものとす」（第５条）となっており、資金と制度の両面から満鉄の経営に関与可能となっていた。
（同前「満州国国有鉄道諸契約等調印ノ経過及主要契約写」による）
４４この点については、第１０条で別途定めるとし、それに基づいて「第十条に定むる代償金に関する協定」が結ばれた。その
第１条では、「乙が鉄道港湾河川の委託経営の代償として納入する金額は守備の為満州国に駐剳する国軍の費用に充当する
ものとす」とし、さらに第２条で、「前条の金額は鉄道港湾河川の経営による利益金（総収入より営業費及借款利子を控除
したる額）竝乙が鉄道港湾河川の委託経営を受けたることにより利得したと認むべき利益金を以て支払いするものとす」と
明記した。また第１条に基く納付金を、当初２年間について、３２年は「なし」、３３年は７百万円としていた。
また「備考」として、第２条のカッコ内の「借款」について、四、昂、吉敦の各線については、「国軍費用中経常費
の全額を支弁し得るに至る迄その支払いを為さざるものとす」としていた。即ち駐留日本軍経費への支払いを優先して、借
款の支払いを猶予したのである。このことは当然借款の受け取り手である満鉄などへの負担となった。
（同上「満州国国有鉄道諸契約等調印ノ経過及主要契約写」による）
なおこの納付金の解釈が、恣意的になりやすいことはいうまでもないことで、この後関東軍と満鉄の間で問題となる。こ
の点は前掲拙稿「日本帝国主義下の『満州』鉄道問題」を参照されたい。
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に対して拾箇年間六分配当を保証を為さしむること」である。これは推測であるが、委託経営に伴い様々な制約を
満鉄に課すにあたって、関東軍が資金調達を中心に経営上必要な配慮をある程度示したものといえよう４５。
またこれに先立って３月１０日には、関東軍司令官に執政溥儀から、①「満州国の国防及び治安維持を日本国に委
任し所要経費を満州国にて負担すること」、②「日本国軍隊の国防上必要とする鉄道、港湾、水路、航空路などの
管理竝新線の建設を日本国の指定する機関に委任す」ることの二点を承認する書簡が届いた。溥儀からの要請とい
う形で上記の協定を締結できる条件が整ったのである４６。
しかし以上の経緯は満鉄と関東軍の間のものであり、関係各方面には全く伏せられたままであった。よって次に
はこの３．１２協定を各方面に承認させる活動が必要となったのである。
＊第三章 昭和七年三月中旬より同年八月中旬に至る迄の概況
１）関東軍・満鉄間の４月１９日の協定締結までの経緯
関東軍司令官は、満鉄との間に結んだ３．１２協定について、東京の関係機関から了解を得るべく、３月１２日に主務
者（後宮と思われる）を東京に送った。陸軍省、参謀本部は「原案を承認して異存なかりしも」、拓務省、大蔵省、
外務省、海軍省に関しては、「慎重審議する必要有り」と考えられた４７。
また陸軍省はこの協定を閣議に提出する必要があると判断し、そのため必要な手続きをとることとした。３月１６
日から４月１０日にかけて、小磯陸軍次官と主任者が政府関係者の説得に当たり、数回にわたる５省幹事会、５省委
員会をへて大綱が了解されるに至った。ただ閣議了解事項とするために五点にわたる修正が求められた。
それは第一に、第二次建設線以下は関係省間でさらに協議を遂げて実行すること。これは３．１２協定末尾に新たに
建設すべき路線が列挙されているのであるが、それについて関係機関との協議を求めたのである。後に満鉄は関東
軍による新設建設の要求により、経営を圧迫されることになる。この点が見通されて懸念された可能性がある。
第二に、「協定第１５条の内容の変更は、国防上緊急必要ある場合を想定すること」とある程度限定されたこと。
関東軍の行動にある程度の制限を加える意図がうかがえる。
第三に、「委託経営の利益金の約百分の五を経営者に取得せしめること」という条項が新たに挿入されることと
なった。この経営者は満鉄をさすと考えられる。満鉄の経営への配慮であるとともに、満鉄の大株主であり、利益
取得者の立場にある、大蔵省など日本政府の立場を示すものといえよう。
第四に、「委託経営による総収入より営業費、新借款利子、旧借款利子の約半額、委託経営者収得金、及び納付
金の順序に控除すること」。協定では営業費に次いで、軍費などに当てられる納付金が事実上優先的に差し引かれ
ることとなっていたものを、営業費の後、新借款利子、旧借款利子の半額、経営者（満鉄）収得金、をまず確保さ
しなければならないとしたのである。
第五に、「借款利子中四、昂、吉敦線に関するものは国軍費用中経常費の全額を支弁し得るに至るまでその
支払いを為さざること。ただしその約半額は昭和九年度よりこれを支払うこと（下線筆者）」とされた。これは３．１２
協定と同時に調印された「第十条に定むる代償金に関する協定」の「備考」に、「…四、昂、吉敦線に関する
ものは国軍費用中経常費の全額を支弁し得るに至る迄その支払いを為さざるものとす」となっていたものについ
て、「ただしその約半額は昭和九年度よりこれを支払うこと（下線筆者）」を付加して支払いを義務付けたものであ
る。第四点の支払い順序と合わせ、一方的に関東軍優位だった３．１２協定の内容を修正し、満鉄の経営を顧慮した内
容になっている４８。
さらに「経営者収得金及旧借款利子の支払いは、前年度納入金額を低下せざることを条件とする」が新たに挿入
された。満鉄の利得を確保する－同時に政府の収入も確保する、ことが求められたといってよいだろう。
修正を加えられた３．１２協定案は４月１１日閣議に提出され、若干の語句修正の後閣僚の理解を得た。１２日関係者の
４５同前「満州国国有鉄道諸契約等調印ノ経過及主要契約写」による。
４６関東軍司令官は、５月１２日、この書簡に対し了解する旨回答した（前掲、後宮淳「極秘 満州国有鉄道諸契約調印の経緯」
７頁）。
４７同上資料８頁。
４８注４２参照のこと。なおここまで引用は、同前資料８～９頁。
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協議が行われ、語句修正を経て４月１５日閣議で決済を得た（４．１５）。この様にして政府関係諸機関の了解を取り付
けた関東軍・陸軍は、４月１９日、満鉄総裁との間で正式に「鉄道港湾河川の委託経営竝新設に関する協定」（以下
４．１９協定と略す）を調印した。
２）４．１９協定は何が変わったのか？
しかしここで調印された協定は３．１２協定とほとんど同じ内容・条文である。ただ一ヶ所変わったのが第１０条であ
る４９。３．１２協定では、「乙は鉄道港湾河川の委託経営を得くる代償として別に協定する金額を項を経て日本政府に
納入す減るものとす」となっていたものが、４．１９協定では、「乙は別に協定する金額を日本政府に納入するものと
する」に変更された。この変更に伴い、「第１０条に定る代償金に関する協定」がなくなり、代わって「国軍費用の
標準額に関する協定」が新たに挿入された。「鉄道港湾河川の委託経営新設等に関する指示及協定に伴ふ覚書」は
そのまま残された。
また拓務省は５月９日、満鉄内田総裁に宛てて拓務大臣秦豊助の名前で「指令」を発している。また同日拓務次
官堀切善次郎名で、満鉄内田総裁宛に文書を送っている。
「国軍費用の標準額に関する協定」は「第十条に定むる代償金に関する協定」に代わるものであり、この変更は
重要である。「第十条に定むる代償金に関する協定」は、３．１２協定第１０条に定める代償金額を定めているが、新し
い覚書も、４．１２協定が「別に協定する金額を日本政府に納入する」としていることを受けて、具体的な金額を明記
している。すなわち、兵営など設備に１億円、経常費として４千９百万円としたのである５０。ただし前者の支払い
開始は１９３５年以降としている。後者については支払い開始年の指定はない。
その際注目されることは、「第十条に定むる代償金に関する協定」は第２条で、「前条の金額は（日本軍経費を指
す－筆者）鉄道港湾河川の経営による利益金（総収入より営業費及び借款利子を控除したる残額）竝乙が鉄道港湾
河川の委託経営を受けたることにより利得したりと認むべき利益金を以て支弁するものとす」と、委託経営によっ
て生じる利益を、関東軍が極めて大きく解釈できる表現にしていた。「国軍費用の標準額に関する協定」では利益
金算定の根拠になるような「考え方」の部分は全く削除されてしまったのである。それとともに、総収入からの控
除の壽運いに関する部分も削除された。これらによって、東京での調整に際して関係各機関から出されていた指摘
を回避できる内容にしたのである。
また、関係機関の憂慮は拓務大臣の指令にも現われている。拓務大臣の指令は次の三点からなっている。第一に
「其の社は委託経営に関する特別勘定を設くること」。第二に河川の委託経営に治水事業を含まないこと、第三に、
付表第二に示された第二次建設線以下に関しては「関係省間に更に協議を遂げて実行するものなること」。第一点
は、利益金算定の根拠が、「費用は委託経営の鉄道による利益金 竝委託経営を受けたることによりて利得したり
と認とむべき満鉄の利益金を以て充当すること」と極めてあいまいだったため、委託経営分を分離して、少しでも
委託経営に伴う関東軍の満鉄の経営への関与を減らしたいと、考えたものと推測される。拓務省は満鉄の経営の将
来を危ぶんだのである。
さらに５月９日に拓務次官が内田総裁に出した文書は、対外関係を顧慮した内容である。要点は４．１９協定の実施
にあたっては、「対外関係殊に門戸開放機会均等の原則竝対支借款団規約との関係を顧慮して適宜其形式を調整相
成度」としている点である。この時点では公表されていないものの、一度満鉄への経営の委託が公表された場合、
対外関係、殊に対英米関係に悪影響を及ぼすことを懸念したものといえる。但しこの通牒がどの程度力を持つと拓
務省が考えていたかは定かではない。
この様に関係機関との打ち合わせの結果、関東軍と満鉄の間で結ばれた４．１２協定と関連協定には、量的にはわず
かであっても、内容においては看過できない変更が加えられたのである。
（（下）に続く）
４９以下関連する協定などについては、前掲「満州国国有鉄道諸契約等調印ノ経過及主要契約写」による。
５０「一、兵営の他の設備費 一○○，○○○ 支出時期は第十年度以降に於いて更に甲乙間において協議決定するものとす」
「二、経常費 各年度毎に甲乙間において協議決定するものとす」（同前「満州国国有鉄道諸契約等調印ノ経過及主要契約写」
による）
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